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要     旨 

 
１ 作成の背景 

近年、日本においては科学的知見の創出力の低下が指摘されており、特に協働的問題

解決能力や主体性・創造性といった非認知能力の育成が課題となっている。また、従来

の教育は知識の再現を重視する傾向が強く、学習者の認知特性や非認知能力の個人差を

十分に考慮してこなかったという構造的問題が存在する。一方、生成 AI の発展により、

学習過程や相互作用を可視化し、思考や協働を支援する新たな教育環境の構築が可能と

なっている。このような背景のもと、生成 AI と可視化を活用した教育改革の方向性を整

理する必要がある。 

 

２ 現状及び問題点 

現在の教育においては、発話量や成績といった限定的な指標に基づく評価が主流であ

り、学習者の思考過程や貢献が十分に把握されていない。また、協働学習においては、

特定の学習者に発話が偏ることや、十分に意見を表明できない学習者が生じることなど、

参加の偏りが課題となり得る。さらに、生成 AI の教育利用については、活用経験の差に

より理解や態度にばらつきがあり、制度的支援や教育設計が十分に整備されていないと

いう問題がある。 

これらの課題により、学習者の多様性を前提とした教育や協働的学びの質の向上が阻

害されている。 

 

３ 報告の内容 

本報告では、生成 AI と可視化を基盤とした教育改革の方向性について、以下のように

整理するものである。 

第一に、生成 AI の出力に含まれる偏りを可視化し、批判的思考力を育成する教材とし

て活用することが重要である。 

第二に、生成 AI を用いて発話や議論構造を可視化し、グループ学習における参加の偏

在を緩和することを目指した環境を整備することが考えられる。 

第三に、生成 AI を提案支援ツールとして位置づけ、人間の判断力・倫理観と統合した

教育を推進することが必要である。 

 

以上のように、生成 AI と可視化を活用した教育改革は、人間の多様性を尊重しつつ、

協働的学びと主体的思考を促進する基盤となり得る。 
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１．背景：生成 AI時代における教育改革と特性可視化の必要性 

近年、日本における科学的知見創出力の低下が、複数の国際指標や学術的議論により指

摘されている。OECDの PISA 2015調査では、日本の 15歳生徒は、科学的リテラシー、数学

的リテラシー、読解力に加え、協同問題解決能力についても国際的に高い成績を示した。

一方、協同に対する態度に関する質問では、「異なる意見について考えるのは楽しい」と

回答した生徒の割合が OECD平均を大きく下回るなど、他者の異なる意見を積極的に受け止

める姿勢には課題も認められた。この結果のみから日本の教育全体を評価することはでき

ないが、知識・技能や課題遂行能力の高さに加えて、対話を通じて異なる意見を取り入れ

る主体的・協働的な学びを充実させる必要性を示唆する国際的指標の一つと位置づけるこ

とができる［1］。また、OECD Education at a Glance 2023 では、人的資本の質を支える能

力として、創造性や協働性、主体性といった非認知的・汎用的能力の重要性が強調されて

いる［2］。研究人材育成の観点からも、若手研究者数や博士課程進学率の低迷が指摘され

ており、知識を受動的に獲得する教育モデルからの転換が求められている。 

この背景には、日本の教育が長らく「知識の正確な再現」を重視してきたことに加え、

学習者一人一人の認知特性や非認知能力の違いを十分に考慮してこなかったという構造的

課題がある。教育心理学及び協働学習研究では、作業記憶容量、注意制御、自己効力感、

協調性といった個人差が、学習成果やグループ活動への参加の在り方に大きく影響するこ

とが示されている［3］。しかし、これらの特性は外見から把握しにくく、従来の教室環境

では「発話量」や「成績」といった限定的な指標によって評価されがちであった。 

一方、生成 AIの急速な発展は、教育環境に大きな変化をもたらしつつある。本報告にお

ける「生成 AI」とは、大規模言語モデルを基盤とし、文章や問い、要約などを生成する技

術に加え、話者の発話音声や映像といった複数の情報様式を統合的に処理するマルチモー

ダル AI を含むものを指す。特に本報告で想定する生成 AI は、学習者や教育者の判断を代

替する自律的主体ではなく、対話や学習過程を支援するための補助的技術として位置づけ

られる。生成 AIは、知識検索や文章生成といった機能を通じて学習者の思考や理解を補助

するだけでなく、対話の履歴や作業の過程を手がかりとして、学習の進行状況や思考の変

化を可視化する可能性を有している。本報告における「可視化」とは、データ分析や自動

的な判断を行うことそのものを指すのではなく、学習過程や相互作用の様相を人間が理

解・解釈しやすい形で表現することにより、教育者及び学習者による判断や省察を支援す

るための方法を指す。ここでの省察とは、提示された情報をもとに自らの指導実践や学習

行動を振り返り、その意味や問題点を多角的に捉え直すことで、次の改善や学びへとつな

げる一連の知的思考プロセスを意味する。可視化は意思決定を代替するものではなく、人

間の判断を前提とした対話や検討を促進する補助的手段として位置づけられる。UNESCO は、

生成 AI を教育に導入する際の指針として、「学習者中心性」「人間の判断の補完」「透明性

と説明可能性」を重視し、AI を教師や学習者の代替ではなく、思考や判断を支援するツー

ルとして位置づけるべきであると示している［4］。 
日本の教育文化においては、協調性や集団調和が重視される一方で、学習場面における

発話や自己主張が慎重になりやすい傾向が指摘されてきた。このような傾向は、日本に固
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有のものとして単純化できるものではないが、OECD による国際比較調査においても、学習

者の自己効力感や発話行動の現れ方が文化的・社会的文脈と密接に関連していることが示

されている［1］［2］。こうした文化的・社会的背景のもとでは、学習場面において発話量

の多寡が学習者の能力や理解度と短絡的に結び付けられやすいという課題も指摘されてい

る。しかし、OECD が示す社会情動的スキルの枠組みでは、協働性や粘り強さといった能力

は単純な行動指標からは測れないことが強調されている［9］。 
特に注目されるのが、生成 AIを用いたグループ学習支援である。協働学習は、批判的思

考力や多様な視点の統合を促進する有効な学習形態である一方で、発話の偏在や同調圧力、

内向的学習者の沈黙といった課題を内包していることが指摘されてきた［3］［4］。こうし

た現象は日本に限らず多くの国・地域で観察されており、OECD の協働的問題解決能力に関

する調査でも、グループ内での発話行動や意思表明の在り方が教育慣行や文化的背景と関

連していることが報告されている［1］。 これに対し本報告では、協働学習の場面において

とりわけ「発話の偏在」や「少数意見の埋没」、「未検討論点の見落とし」といった教育上

の構造的課題に着目し、その解決を図るアプローチを検討する。 

近年、AI を活用して発話状況や論点の分布を分析・可視化し、協働学習を支援しようと

する研究が進められている。その教育効果については、今後の実証的検証が必要である。

これにより、従来は「能力が低い」と誤解されがちであった学習者の思考や貢献が、適切

に認識される余地が広がる。 

日本学術会議はこれまでも、可視化技術が科学的知見の創出に果たす役割を重視してき

た。2017 年の提言「科学的知見の創出に資する可視化に向けて」では、可視化を単なる表

現技術ではなく、人間の認知を拡張し、議論や理解を促進する知的基盤として位置づけて

いる［5］。また、2023 年の見解「大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照

基準 総合工学分野〜社会課題に立ち向かう総合工学分野の人材育成〜」においては、社

会課題に立ち向かう人材育成のために、分野横断的能力や協働的学習の重要性が明示され

ている［6］。 

本報告における「可視化」とは、単なる画像化や情報提示を意味するものではなく、従

来は把握しにくかった学習過程や相互作用、思考構造を、人間が理解・省察しやすい形で

顕在化することを指す。可視化研究においては、しばしば “see the unseen（見えないも

のを見る）” という考え方が重視されてきた。本報告における可視化も、この立場に基づ

き、発話関係、論点分布、相互参照構造、未検討論点、思考過程の変化など、従来の教室

環境では暗黙的であった関係性や過程を可視化対象として捉えるものである。 

例えば、グループ学習において、発話頻度の偏在、少数意見の埋没、相互参照関係の偏

りなどを図示・構造化することにより、学習者及び教育者による対話的な振り返りと判断

を支援することを想定している。したがって、本報告における可視化は、生成 AIが生成し

た文章そのものを指すのではなく、学習活動や相互作用の背後にある構造や特徴を、人間

が理解可能な形で表現するための方法論として位置づけられる。 

これらを踏まえると、生成 AIを活用した「学習者特性の可視化」及び「参加促進型グル

ープ学習環境の設計」は、教育学・情報学・心理学・倫理学を横断する複合的課題であり、
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単一分野による検討では十分とは言えない。本報告でいう「学習者特性」とは、学力水準

のみならず、認知能力（例：作業記憶、注意制御）、非認知能力（例：動機づけ、自己効

力感、協調性）、及び学習行動の傾向を含む、学び方に関わる個人差の総体を指す。学術

分野を代表し、社会に対して中立的かつ俯瞰的立場を有する日本学術会議が、この課題に

ついて報告することには大きな意義がある。 

本報告は、生成 AIを教育の効率化手段としてのみ捉えるのではなく、人間の多様性を尊

重し、学びの場における相互理解と参加を促進するための基盤技術として再定義すること

を目的とするものである。これは、「AI を使う教育」から「AI とともに考える教育」への

転換を示すものであり、日本の教育改革における重要な視座を提供する。本報告は、特定

の教育段階や制度に限定したものではなく、初等中等教育から高等教育に至る教育現場、

及びそれを支える政策・社会的文脈を横断的に視野に入れ、生成 AIと可視化を人間中心的

に活用するための基本的な方向性と留意点を整理することを目的とする。 

 

 
図 １ 生成 AIと可視化を活用した教育改革に関する本報告の全体構造 

（出典）総合工学委員会科学的知見の創出に資する可視化分科会教育改革と可視化小委員会にて作成 
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図１は、本報告の全体構造を示したものである。まず、知見創出力の低下や協働的問題

解決能力の課題、生成 AIの普及といった社会的背景を踏まえ、知識再現型教育や個人差の

不可視性などの教育の構造的課題を整理した。その上で、生成 AIと可視化を思考・対話支

援の基盤技術として位置づけ、「AI バイアスの教材化」「AI ファシリテーション」「人間力

と AIリテラシーの統合育成」という三つの改革の方向性を提示している。さらに、これら

の方向性が主体的・協働的学びの促進を通じて教育的効果につながることを示すとともに、

人間中心・透明性・説明責任を基盤とする倫理的留意点を横断的原則として位置づけてい

る。これら三つの方向性は、国際的な教育研究の知見、本分科会による調査・公開シンポ

ジウム、及び国内教育実践の分析結果を踏まえて導出したものである。 

 

(1)公開シンポジウムにおける議論 

本報告は、日本学術会議総合工学委員会科学的知見の創出に資する可視化分科会が、

2025 年度に開催した４回の公開シンポジウム（参考資料２参照）における議論の成果を

踏まえて取りまとめたものである。これらのシンポジウムは、生成 AI の急速な普及を背

景に、教育改革において可視化技術及び生成 AI をどのように位置づけ、活用すべきかを、

多様な立場から検討することを目的として段階的に開催された。 

2025年４月に開催された公開シンポジウム「教育改革と可視化―生成 AIの普及と向き

合う AI・データサイエンス教育」では、生成 AIが社会実装の段階に入りつつある現状を

踏まえ、AI・データサイエンス教育の在り方が広く議論された。特に、生成 AI を単なる

技術ツールとして扱うのではなく、科学的方法に基づく思考や課題解決能力の育成とど

のように結び付けるかが重要な論点として共有された。また、教育現場における可視化

の役割として、学習過程や思考の構造を明示し、学習者自身の気づきと行動変容を促す

可能性が指摘された。 

続く 2025年７月の公開シンポジウム「生成 AI時代の人間力育成」では、生成 AIが高

度化する時代においても、人間に固有の判断力、協働力、責任感といった「人間力」の

育成が不可欠であるとの認識が改めて確認された。本報告における「人間力」とは、生

成 AI の存在を前提とした状況においても、人間が最終的な判断と責任を担うために必要

な、判断力、倫理観、協働性、自己省察力の総体を意味する。学生のコンピテンシー評

価結果や PBL（Project-Based Learning：実社会の課題解決にグループで取り組む課題解

決型学習）教育の実践報告を通じて、可視化されたデータが学習者の自己理解を深め、

主体的な学びを促進することが議論された。また、生成 AI は学習や指導を代替する存在

ではなく、教員・学生双方の思考を支援する「提案支援ツール」として位置づけるべき

であるとの共通理解が形成された。 

また、2025 年 10 月に開催された公開シンポジウム「教育改革と可視化―生成 AI の光

と闇」では、生成 AI の利点とともに、その内在するバイアスや倫理的課題が正面から取

り上げられた。LLMに含まれる文化的・社会的バイアスを可視化し、それ自体を教材とし

て批判的思考力を育成する可能性や、PBL 型グループ学習において生成 AI を発話促進の

ファシリテータとして活用する実践事例が共有された。また、AI による意思決定支援を
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どのように人間の判断と協働させるかという倫理的論点について、「AIを使う倫理」から

「AIとともに考える倫理」への転換の必要性が議論された。 

さらに、2026年３月の公開シンポジウム『教育改革と可視化－生成 AIは大学をどう変

えるのか－』では、山田礼子氏（同志社大学）による基調講演「生成 AI 時代の高等教育

改革」が行われた。同講演では、生成 AIの急速な普及を踏まえ、高等教育において「変

えるべきもの」と「守るべきもの」を区別して議論する必要性が指摘された。具体的に

は、評価方法、授業設計、ガバナンス等については生成 AI 時代に対応した見直しが必要

である一方で、批判的思考力、主体性、倫理的判断、人と人との対話といった教育の本

質的価値は維持・発展させるべきであることが強調された。また、AI 時代の教育改革は、

学習者のウェルビーイングと包摂性の向上を目的として進められるべきであることが議

論された。 

本報告で提示する「AIバイアスの教材化」「AIファシリテーション」「人間力とAIリテ

ラシーの統合育成」という三つの改革の方向性は、こうした第４回シンポジウムで議論

された論点とも整合するものである。 

 

(2)日韓共同アンケート調査から得られた示唆 

本報告における議論を補完する探索的資料として、2026 年２月に釜山大学（Pusan 

National University）及び大阪成蹊大学の教員を対象として実施した生成 AI利用に関す

る共同アンケート調査の結果を紹介する。本調査では、両大学において同一の設問を用

い、生成 AI の利用状況、将来の利用に対する態度、教育利用に対する認識、制度的研

修・支援の必要性、及び生成 AIに関する自己評価等について回答を求めた。 

回答者は、釜山大学 26名、大阪成蹊大学 191名であった。両大学では回答者数及び回

答値の分散が異なるため、平均値の比較には等分散を仮定しない Welch の t 検定を用い

た。 

その結果、生成 AIの利用時間、将来の利用に対する前向きな態度、教育利用への賛成

度、及び自己評価については、釜山大学の回答者群の平均値が大阪成蹊大学の回答者群

より高かった。各項目について統計的な群間差が認められた（いずれも p < .01）。一方、

制度的研修・支援の必要性については、両大学の回答者群の間に統計的に有意な差は認

められなかった。 

ただし、本調査は二大学の教員を対象とした探索的な横断調査であり、利用経験が生

成 AI への態度や理解度を因果的に高めたことを示すものではない。また、大学間の差に

は、教育環境、専門分野、回答者構成等の影響が含まれる可能性がある。 

その上で、生成 AI の利用が多い回答者群を含む大学において、生成 AI に対する理解

や将来利用への態度も高い傾向が同時に観察されたことは、利用経験と生成 AIに対する

理解・態度との関連を今後検証する必要性を示唆している。また、制度的研修・支援の

必要性について両大学に共通した認識がみられたことから、生成 AIの教育利用を個々の

教員の経験だけに委ねるのではなく、組織的な支援の在り方を検討する必要がある。 
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なお、本調査は本報告の三つの改革の方向性を実証するための調査ではなく、今後検

証すべき課題を探索的に把握するための資料として位置づける。 

 

(3)国内実践例 

以上の議論は、国内の教育現場でも具体的な形を取り始めている。大阪成蹊大学デー

タサイエンス学部における「未来クリエーションプロジェクト４」は、２年次後期に配

置された演習科目であり、実社会の課題を想定したデータサイエンス実践を通じて、論

理的思考力と協働的問題解決能力の育成を目的としている。本科目では、企業や組織を

想定した課題設定のもと、学生が複数名のグループに分かれ、データの加工・分析・可

視化を行い、その結果を提案としてまとめる PBL型学習が展開されている。 

典型的な実践では、まず教員から提示される「加工済みデータ」を起点として、各グ

ループが元データの構造や生成過程を推測する課題に取り組む。学生は、プライバシー

保護やデータ加工の意図を踏まえながら、どのような情報が失われ、どのような推測が

可能であるかを議論し、推定アルゴリズムを設計・実装する。この過程では、各自が異

なるグループのデータを担当することにより、単一の正解に収束しない多様な仮説や分

析方針が生まれる構造が意図的に設けられている。 

グループ内の議論では、発話量や役割分担に偏りが生じやすい場面も見られるが、教

員は中間段階で分析過程や議論の構造を可視化し、どの観点が十分に検討されているか、

どの仮定が暗黙のまま置かれているかを学生と共有する。これにより、発言が少なかっ

た学生が分析上の重要な気づきを示す場面や、異なる視点からの再検討が促されるなど、

協働的学びの質的向上が示唆された。 

最終段階では、各グループが元データ推定の方法と結果、推定に伴う限界や倫理的配

慮について発表を行い、他グループからの質問や指摘を受けて考察を深める。学生は、

分析結果そのものだけでなく、どのような仮定のもとで判断を行ったかを説明すること

が求められ、思考過程を言語化・可視化する経験を積む。この一連のプロセスを通じて、

データ分析を「正解探索」としてではなく、不確実性を前提とした判断と対話の営みと

して捉える姿勢が育成されている。 

以上は、大阪成蹊大学データサイエンス学部における一つの授業実践であり、本分科

会委員から提供された授業実践資料及び実践報告をもとに整理したものである。授業に

おいては、学生が分析過程や判断の前提を言語化し、グループ内外で共有する活動が実

施されている。 

一方、生成 AI による議論ログ分析、未検討論点の提示、発話バランスの可視化等を統

合した支援環境については、現時点ですべてが当該授業に実装され、その教育効果が実

証されているものではない。そこで本報告では、実際の授業実践から得られた課題を出

発点として、生成 AI と可視化を活用した今後の学習支援環境を構想するための国内実践

の一例として本事例を位置づける。 
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図 ２ 生成 AIを活用したグループ学習支援の概念モデル 

（出典）総合工学委員会科学的知見の創出に資する可視化分科会教育改革と可視化小委員会にて作成 

 
図２は、大阪成蹊大学データサイエンス学部における授業実践から得られた課題を参

考として、本報告が今後の方向性として構成した概念モデルである。したがって、図中

のすべての機能が既に同大学で実装されていることを示すものではない。この図で、ロ

グは、発話ログ、操作ログ、議論ログから構成され、それぞれの定義は、以下のとおり

である。 

 発話ログ：学習者や教員による音声またはテキストでの発言内容及び発言時刻等

を記録したデータ 

 操作ログ：学習支援システムや生成 AI 利用時の入力、閲覧、編集、資料参照等の

操作履歴 

 議論ログ：発話ログ及び操作ログを基に、発言間の参照関係、論点の展開過程、

意思決定の経緯等を含めて構造化した議論全体の記録 

学習活動から得られる発話ログや操作ログを分析し、未発言者や少数意見、論点の偏

りを把握する。その結果を基に生成 AI が論点要約、未言及論点の提示、問い生成等を行

い、学習者及び教員へフィードバックすることで、協働的学習を支援する。 

同時に、教員には学習者の参加状況や議論の進行状態を把握するためのダッシュボー

ドが提供され、適切な介入判断を支援する。本概念モデルは、発話量の単純な多寡に依



8 
 

存しない「個人差の可視化」と、生成 AIによる参加促進機能を統合することで、協働的

学習の質的向上を実現する基盤を示すものである。 

本実践において観察されるように、グループ学習における発話量や役割分担には一定

の偏在が生じる傾向があり、発話量の多寡のみでは学習者の理解度や貢献度を適切に評

価できないという課題が明らかとなる。特に、発話が少ない学習者であっても、分析や

仮説形成において重要な視点を有している場合があり、そのような貢献は従来の教室環

境では可視化されにくい。 

このことは、グループ学習の質を高めるためには、発話量の単純な計測ではなく、発

話内容の関係性や思考過程、相互参照の構造を含めた「個人差の可視化」が不可欠であ

ることを示唆している。また、こうした可視化は、単なる観察や記録にとどまらず、生

成 AI を活用することにより、議論の偏在や未言及の論点をリアルタイムに提示し、学習

者の参加を促進する仕組みとして設計される必要がある。 

したがって、今後の教育環境においては、（1）発話量及び発話内容の構造的把握、（2）

学習者間の相互参照関係の可視化、（3）未発言者や少数意見の顕在化、（4）教員による

介入判断を支援する情報提示、という観点から、「個人差の可視化及び生成 AI を活用し

たグループ学習支援」に関する要件を体系的に整理することが求められる。 

本報告は、上述の４回の公開シンポジウムで積み重ねられた議論やグループ討論の実

践例から想起された課題を総合し、生成 AI と可視化を教育改革の文脈において人間中心

的に活用するための方向性を整理したものである。具体的には、「AIバイアスの教材化」

「AI ファシリテーション」「人間力と AI リテラシーの統合育成」の三つの改革の方向性

を提示する。これらの方向性は、教育学・学習科学における知見、OECDや UNESCO等の国

際的議論、本分科会が実施した公開シンポジウム及び日韓共同調査、さらに国内教育実

践の分析結果を踏まえて導出したものである。本共同調査で認められた大学間の差につ

いても、その要因を文化的特性のみに帰属させることはできず、教育環境、専門分野、

回答者構成等の影響を考慮する必要がある。 

また、本報告は教育行政、学校・大学、教員、研究者及び産業界を主な対象とし、単

発の技術導入や制度論にとどまらず、学習者の特性理解、協働的学びの質的向上、教員

の指導判断の高度化、そして倫理的配慮を含む包括的な視点から、今後の教育改革に資

する方向性を提示することを目的としており、教育効果の実証を目的とするものではな

い。 
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２．個人差の可視化及び生成 AIを活用したグループ学習支援の先行事例 

(1)個人差（認知能力・作業記憶・非認知能力）の可視化を通じた教育改善の事例 

教育心理学及び学習科学の分野では、学習成果の個人差が、知識量のみならず、作業

記憶容量、注意制御、動機づけ、自己効力感といった認知的・非認知的要因に強く依存

することが明らかにされてきた。特に作業記憶は、複数の情報を同時に保持・操作する

能力であり、数学的推論、読解、問題解決などの高次認知活動において中心的な役割を

果たすとされている［7］。 

こうした知見を背景に、英国や米国を中心として Intelligent Tutoring System（ITS） 

の研究と実装が進められてきた。Koedingerらによる Cognitive Tutorをはじめとする ITS

の研究では、学習者の解答履歴、誤答パターン、反応時間などをもとに、認知的負荷や

理解状態を推定し、提示する課題の難易度や支援の量を動的に調整する手法が実用化さ

れている［8］［10］。これにより、作業記憶容量の小さい学習者に過剰な負荷を与えるこ

となく、段階的な理解を促進できる可能性が示されている。 

ITSの具体例として、Carnegie Learningの Cognitive Tutorや ASSISTmentsが挙げられ

る。Cognitive Tutorについては、学校現場を対象とした大規模な評価研究が行われてお

り、導入初年度には明確な効果が確認されなかった一方、２年目には高校段階で統計的

に有意な学習成果の向上が報告されている［11］。また、ASSISTments についても、中学

校数学を対象としたランダム化比較試験において、システムを用いた宿題と教員研修を

組み合わせた介入による学習成果の向上が報告されている［12］。これらは、学習者の解

答履歴や理解状況に応じて学習支援を調整する技術が、教育実践の中で検証されてきた

事例として位置づけることができる。 

非認知能力の可視化に関しては、OECDが提唱する「Social and Emotional Skills（SES）」

の枠組みに基づき、協調性、忍耐力、主体性などを質問紙調査や行動ログから推定し、

学習支援に活用する試みが進められている［9］。また、協働学習における学習者の相互

作用や調整過程を可視化し、学習者自身の振り返りや学習支援に活用する研究も進めら

れている[13][14]。 

これらの事例に共通するのは、個人差を「能力差」として序列化するのではなく、「学

び方の違い」として可視化し、学習改善の手がかりとして用いている点である。 

 

(2)生成 AIを活用したグループ学習支援の研究動向 

Computer-Supported Collaborative Learning（CSCL：コンピュータ支援協働学習）の研

究では、生成 AI の普及以前から、議論ログを計算機的に分析し、協働学習の過程を把

握・支援する研究が行われてきた［3］［15］。Roséらは、自然言語処理を利用して協働学

習過程を分析する方法を検討しており、これは現在の生成 AI を用いた対話分析につなが

る研究的基盤の一つと位置づけることができる［15］。 

近年は、大規模言語モデルを協働学習に組み込み、学生との対話、フィードバック、

グループ討論支援等に利用する探索的研究が進められている［16］［17］。例えば、LLMを

グループ討論に参加する学習エージェントとして利用し、対話を継続的に把握して学生
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の参加を支援しようとする研究が報告されている。一方、その研究では、単純なプロン

プトのみでは複数話者の対話を正確に処理することや、教育的に適切な介入を生成する

ことには限界があることも報告されている［17］。 

したがって、生成 AI によって発話の偏りが緩和される、あるいは内向的な学習者の参

加が向上するといった教育効果が既に一般的に実証されているとみなすことは適切では

ない。 現段階では、生成 AI を用いて議論内容を整理し、未検討の論点や異なる視点を

提示することによって協働学習を支援できる可能性が示されつつあり、その教育効果に

ついては今後の実証研究が必要である。 

  



11 
 

３．海外事例に基づく、日本が今後開発を進めるべき教育技術の妥当性 

(1)AIバイアスの教材化：AIの偏りを可視化し、批判的思考力を育てる必要性 

本報告における「AI バイアス」とは、学習データの構成、モデル設計、社会的・文化

的背景等に由来して、特定の属性、価値観、立場等が AIの出力に体系的に反映される偏

りを指す。これは、質問の表現や入力条件を変更したことによって単に出力が変化する

現象そのものとは区別する。ただし、入力条件を意図的に変化させ、その出力差を比較

することは、潜在する AIバイアスを検討する一つの方法となり得る。 

UNESCOは、生成 AIの教育利用に際して、生成内容の信頼性、バイアス、文化的・言語

的多様性等を批判的に検討する必要性を指摘している［4］。 

そこで本報告では、生成 AI を「正解を提示する装置」としてのみ利用するのではなく、

同一の課題について入力条件や表現を変化させ、その出力の差異を比較し、その差が単

なる応答変動なのか、特定の社会的・文化的偏りを反映したものなのかを検討する学習

活動を提案する。 

このような活動が批判的思考力を高めるという教育効果については、今後の実証的検

討が必要である。一方、AI の出力を無批判に受容せず、その根拠、限界、偏りを検討す

る学習機会を設けることは、人間中心の生成 AI 利用を求める国際的方向性と整合する

［4］。 

 

(2)AIファシリテーションの導入：協働学習の質を高める技術的根拠 

協働学習の重要性は国際的に広く認識されているが、実際の教育現場では、特定の学

習者に発言が偏ることや、十分に意見を表明できない学習者が生じることなど、参加の

偏りが課題となり得る。こうした課題に対して、近年、AI を活用してグループ学習にお

ける議論や参加状況を分析し、協働学習を支援する研究が進められている。 

AIファシリテーションとは、本報告では、生成 AIを用いて学習者間の議論や学習過程

を整理・可視化し、未検討の論点、異なる観点、参加状況等を提示することによって、

人間による対話や協働学習の調整を支援することをいう。生成 AI が議論そのものを主導

したり、学習者に代わって判断したりすることを意図するものではない。 

Learning Analyticsや CSCL（Computer-Supported Collaborative Learning）の研究では、

学習過程や相互作用を分析・可視化する研究が蓄積されてきた。一方、生成 AIを用いて

議論の偏りや未検討論点を提示する支援については、近年研究が進められている段階に

あり、その教育効果が十分に実証されているとはいえない。したがって本報告では、AI

ファシリテーションを、既に効果が確立された教育技術としてではなく、協働学習を支

援するために今後検証すべき改革の方向性として位置づける。 

グループ学習では、学習者間の関係性や集団の状況によって、自らの意見を十分に表

明しにくい場合がある。こうした状況に対して、AI を媒介として発話状況や議論の偏り

を可視化し、異なる意見や未検討の論点を提示することは、人間によるファシリテーシ

ョンを補完する手段となる可能性がある。ただし、その有効性については、教育現場に

おける実証的な検証が必要である。 
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(3)人間力と AIリテラシーの統合育成：国際潮流との整合性 

近年の国際的な AI 政策・教育政策では、「AI リテラシー」を単独の技能として捉える

のではなく、倫理、協働、創造性といった人間的能力との関係を重視する方向性が示さ

れている。 

EUの AI Act[18]や OECDの AI原則[19]では、AIの社会実装において「人間の判断の最

終責任」と「人間中心設計」が繰り返し強調されている。 

教育分野においても、生成 AIを単なる「作業代行ツール」として用いるのではなく、

学習者の思考を刺激し、選択肢を広げる提案支援ツールとして活用することが考えられ

る。こうした活用は、教員が授業設計や評価の在り方を見直す契機ともなり得る。 

UNESCOの生成AIに関するガイダンスでは、人間中心のアプローチを基本とし、生成 AI

の利用において人間の主体性を維持することの重要性が示されている［4］。こうした考

え方は、AI を単なる操作技能として捉えるのではなく、人間の判断や倫理と関連づけて

利用する必要性を示している。 

本報告では、こうした国際的な議論を踏まえ、AIリテラシーを AIの操作技能としての

み捉えるのではなく、人間の判断力、倫理観、他者との協働、自らの学習や判断を振り

返る省察と関連づけて育成することを重視する。人間力については、人間力戦略研究会

（2003）が「社会を構成し運営するとともに、自立した一人の人間として力強く生きて

いくための総合的な力」と定義し、知的能力、社会・対人関係力、自己制御力をその構

成要素として示している[20]。本報告では、この既存の定義を踏まえつつ、生成 AI 時代

の教育という文脈から、特に判断力、倫理観、協働性、自己省察力に着目する。本報告

では、これらを生成 AI時代の教育において重視すべき「人間力」として位置づける。さ

らに、生成 AI を単なる支援ツールとして用いるにとどまらず、人間の思考や対話を触発

する存在として位置づけ、人と AIが相互に影響し合いながら学びを深める学習の在り方

を「生成 AI共創型学習」と呼ぶ。以下では、この考え方を前提として、具体的な改革の

方向性を整理する。 
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４．具体的な改革の方向性 

 
図 ３ 三つの改革の方向性と主体的・協働的学びとの関係 

（出典）総合工学委員会科学的知見の創出に資する可視化分科会教育改革と可視化小委員会にて作成 

 
図３は、本報告で提示する三つの改革の方向性を示すものである。「AI バイアスの教材

化」「AIファシリテーション」「人間力とAIリテラシーの統合育成」は、それぞれ異なる教

育課題に対応するものであるが、本報告では、これらを相互に補完し得る方向性として位

置づける。三つを組み合わせることによって教育効果が高まることが実証されているわけ

ではない。むしろ、AI の出力を批判的に検討する能力、他者との対話を支援する環境、AI

を利用しながら最終判断を人間が担う能力を相互に関連づけて教育設計することが重要で

はないか、というのが本報告の提案である。 

 

(1)AIバイアスの教材化：AIの偏りを可視化し、批判的思考力を育てる 

日本の教育において AI バイアスを教材化する改革の方向性は、生成 AI を「正解生成

装置」として扱うのではなく、「人間社会の価値観や限界を映し出す対象」として学習の

俎上に載せることである。具体的には、同一の問いを異なる条件や表現で生成 AI に入力

し、その応答の違いや偏りを比較・分析する学習活動を授業に組み込む。これにより、

学習者が、AI の出力が一意ではなく、入力条件や学習データ、モデルの設計等の影響を

受け得ることを検討する機会となる。 
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AIバイアスの教材化は「なぜその答えが出たのか」「他の答えはあり得ないのか」と問

い返す姿勢を育てる点に意義がある。教員は AI を評価者として用いるのではなく、誤り

や偏りを含む教材資源として位置づけることで、科学的リテラシーやメディアリテラシ

ーと接続した批判的思考力育成につなげることが期待される。 

 
(2)AIファシリテーションの導入：グループ学習における参加促進環境の整備 

AI ファシリテーションの導入は、グループ学習における参加状況や議論の過程を可視

化し、学習者と教員による協働学習の調整を支援することを目指すものである。具体的

には、AI を用いて発話量、論点の分布、未言及の視点等を分析・可視化し、議論の状況

を学習者や教員にフィードバックする仕組みを整える。AI は結論を提示するのではなく、

参加状況や異なる観点、未検討の論点などのメタ情報を提示する役割を担う。こうした

情報を学習者自身が参照することにより、議論の状況を振り返り、必要に応じて参加や

議論の進め方を調整することが期待される。AI による支援は教員や学習者によるファシ

リテーションを代替するものではなく、それを補完する手段として位置づけ、その教育

的効果については今後実証的に検証する必要がある。 

 
(3)人間力と AIリテラシーの統合育成：提案支援ツールとしての AI活用文化の確立 

人間力と AIリテラシーの統合育成における改革の方向性は、AIを「使ってよいか否か」

という管理対象から、「共に考えるための提案支援ツール」へと再定義する点にある。学

生に対しては、AI の出力をそのまま採用するのではなく、複数案の一つとして比較・検

討し、自らの判断で取捨選択する学習設計を行う。一方、教員に対しても、授業設計や

評価基準の検討に AIを活用し、その過程を学生と共有することが重要である。 

このような教育設計により、AI 活用を単に禁止・許容の対象として扱うのではなく、

AI をどのように利用し、どのように判断したかという思考過程を学習者が明示する学習

文化への転換を促すことが期待される。本報告でいう「人間力」を AI と対立する概念と

してではなく、AI リテラシーと相互に関連するものとして捉え、AI の提案を批判的に検

討し、自ら判断し、その判断に責任を持つことのできる学習者を育成することが重要で

ある。 
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５．改革の効果を捉えるための評価観点と指標化 

以下では、第４章で提案した「AI バイアスの教材化」「AI ファシリテーションの導入」

「人間力と AIリテラシーの統合育成」という三つの改革の方向性について、その教育的効

果をどのように把握・評価するかに焦点を当てる。 

本章では、学習者間の相互理解、グループ内の発話バランス、学習者特性に応じた指導、

生成 AI共創型学習の普及・定着という四つの評価観点を提示する。これらは三つの改革の

方向性と一対一に対応するものではなく、それぞれの改革が主体的・協働的学びに及ぼす

効果を異なる側面から評価するための観点として位置づけるものである。具体的には、 

• AI バイアスの教材化は、批判的思考や他者理解を促進することから、学習者間の相

互理解や生成 AI共創型学習の観点と深く関係する。  

• AI ファシリテーションは、発話の偏在を緩和し協働的学習を支援することから、グ

ループ内の発話バランスや学習者特性に応じた指導の観点と密接に関係する。  

• 人間力と AI リテラシーの統合育成は、人間による判断や倫理的活用を重視すること

から、生成 AI共創型学習や学習者特性に応じた指導を通じて評価される。  

このように、四つの評価観点は三つの改革を相互補完的に評価するための枠組みであり、

それぞれの改革が主体的・協働的学びの形成にどのように寄与しているかを多面的に把握

することを目的としている。 

ここでいう概念操作化（concept operationalization）とは、学習者をテストや数値によ

って評価・序列化することを意味するものではない。むしろ、日常の授業やグループ活動

の中で、どのような対話や関わりが生じているのかを教員と学習者が振り返り、指導や学

習改善に生かすための視点を共有することを目的としている。本改革は、「態度」「理解」

「参加」「文化」といった抽象度の高い概念を対象としているため、従来のテスト得点中

心の評価では効果を十分に捉えることができない。そのため、行動ログ・相互作用・意思

決定過程を可視化し、複数指標を組み合わせて評価する設計が不可欠である。以下では、

各観点ごとに、測定可能な指標へと落とし込むための方策を示す。 
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図 ４ 教育改革の効果を捉えるための観点と対象の対応関係（概念整理） 

（出典）総合工学委員会科学的知見の創出に資する可視化分科会教育改革と可視化小委員会にて作成 

 
図４は、第４章で提案した三つの改革の方向性を、どのような評価観点から把握するか

を整理した概念図である。四つの評価観点は三つの改革の方向性と一対一に対応するもの

ではなく、主体的・協働的学びを形成する過程を多面的に評価するための枠組みとして位

置づけている。具体的には、学習者間の相互理解、グループ内の参加状況、教育者による

指導の在り方、生成 AI共創型学習の定着状況を、それぞれ観察可能な行動や学習過程と対

応付けることで、三つの改革の効果を総合的に評価することを意図している。本図は代表

的な考え方を示した概念図であり、すべての指標や方法を一律に導入することを目的とす

るものではない。なお、以下の四つの評価観点は、三つの改革の方向性と一対一に対応す

るものではなく、複数の改革に横断的に関係するものである。 

 

(1) 学習者間の相互理解の深化を捉える指標 

本節では、「AIバイアスの教材化」及び「人間力と AIリテラシーの統合育成」によっ

て期待される批判的思考や他者理解の深化を評価する観点として、学習者間の相互理解

を取り上げる。学習者間の相互理解は主観的概念であるが、「他者の考えを把握し、そ

れを踏まえて自らの思考を調整する行為」と定義することで操作化が可能となる。具体

的には、グループ学習前後での相互認知の変化に着目する。 

測定方法としては、 
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• 他者の意見要約の正確性 

• グループ内で参照された他者意見の回数 

• 自己の意見修正・再構成の頻度 

などを指標とする。生成 AI を用いて議論ログを分析することで、「誰の発言が、どの程

度他者の発言に言及しているか」「異なる立場を踏まえた発言がどれだけ出現している

か」を定量的に把握することが考えられる。また、学習者自身に「他者の考えをどの程

度理解できたと感じているか」を問う主観評価を併用することで、行動指標との対応関

係を検証する。これにより、相互理解を単なる感想ではなく、相互参照行動の変化とし

て測定可能な概念へと変換できる。 

 

(2)グループ内の発話バランスを捉える指標 

本節では、「AI ファシリテーション」の導入による参加促進や協働的学びの質の向上

を評価する観点として、グループ内の発話バランスを取り上げる。発話バランスは、比

較的操作化しやすい観点であるが、単なる発話回数では不十分である。重要なのは、

「誰が」「どのタイミングで」「どの役割の発話をしているか」である。 

具体的指標としては、 

• 発話量の分散（Gini係数等） 

• 各学習者の発話占有率の推移 

• 問い・提案・反論など発話機能の多様性 

が考えられる。AI ファシリテーションを導入した場合、これらの指標が時間経過ととも

にどのように変化するかを追跡することで、介入効果を評価できる。特に重要なのは、

「静かな学習者の発話が増えたか」だけでなく、「その発話が議論の進展に寄与してい

るか」を分析する点である。生成 AI を用いた意味解析によって、発話内容の関連性や新

規性を補助的に分析することも考えられる。ただし、「関連性」「新規性」の判断には

評価基準の設定と人間による妥当性確認が不可欠であり、生成 AI による判定をそのまま

学習者評価に利用することは適切ではない。今後、人間による評価との一致度等を検証

する必要がある。 

(3) 学習者特性に応じた指導を捉える指標 

本節では、「AIファシリテーション」及び「人間力と AIリテラシーの統合育成」を

支える教育実践として、学習者特性に応じた指導を評価する観点を整理する。教育者に

よる特性対応指導は、「学習者の違いを認識し、それに応じて指導を調整しているか」

という観点で定義できる。これを操作化するためには、教員の指導行動と判断根拠を可

視化する必要がある。具体的には、 
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• 教員が参照した学習者データの種類（発話ログ、理解度、参加度等） 

• 指導介入のタイミングと対象 

• 一斉指導と個別支援の比率の変化 

を指標とする。教員がこれまで蓄積してきた専門的経験に基づく判断は教育実践に不可

欠である。学習ログや可視化情報はこれを置き換えるものではなく、教員が自らの判断

を振り返り、必要に応じて別の観点から検討するための補助情報として位置づける。 

(4) 生成 AI共創型学習の普及・定着と活用の質を捉える指標 

本節では、三つの改革の方向性が教育現場に定着しているかを総合的に評価する観点

として、生成 AI 共創型学習の普及・定着と活用の質を取り上げる。生成 AI 共創型学習

の普及を評価する際には、生成 AIを活用した教育改革の効果を、どのように捉え、どの

ように評価可能な形に整理するかを示す必要がある。ここで示す指標や方法は、すべて

を一律に導入することを意図したものではなく、教育現場や目的に応じて選択的に活用

されることを想定している。重要なのは、学習者の変化や学びの質を、単一の数値では

なく複数の視点から捉えようとする考え方である。 

生成 AI共創型学習の普及は、単なる導入数ではなく、「どのように使われているか」

に着目する必要がある。概念的には、「AI を思考の代替ではなく、思考の支援として活

用する学習文化の定着」と定義できる。本報告でいう「生成 AI共創型学習」とは、生成

AI を思考の代替ではなく、問いの生成や視点の拡張を促す協働的パートナーとして位置

づけ、人間と AIが相互に影響しながら学びを深める学習形態を指す。 

測定指標としては、 

• AI利用場面の多様性（発想、比較、振り返り等） 

• AI出力に対する修正・批判・再構成の頻度 

• 教員・学生双方の AI活用ルールの明確化度 

が挙げられる。授業設計資料や学生成果物を分析することで、AIがどの段階で使われて

いるかを把握できる。 

 さらに、複数年度にわたる継続利用の有無や、他科目への波及状況を追跡すること

で、一過性の試行に終わらず、教育文化として定着しているかを評価する。 
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６．倫理的留意点と今後の課題 

―「AIを使う倫理」から「AIとともに考える倫理」への転換― 

 

図 ５ 生成 AIを活用した教育改革における倫理的留意点の位置づけ 

（出典）総合工学委員会科学的知見の創出に資する可視化分科会教育改革と可視化小委員会にて作成 

 
生成 AIと可視化を教育に利用する際には、少なくとも三つの倫理的論点を区別して検討
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する必要がある。 

第一は、プライバシー及び個人情報の保護である。発話ログ、操作ログ、学習履歴等は

学習者の行動や思考過程に関する情報を含むため、取得目的、保存期間、利用範囲、第三

者提供等を明確にし、必要最小限のデータ利用とする必要がある［4］。 

第二は、AI利用過程の透明性と説明責任である。ここでいう透明性は、生成AIの内部計

算過程を完全に説明できることを意味しない。教育者・学習者が、どのデータを、どの目

的で AIに入力し、どのような出力を得て、それを人間がどのように判断に利用したかを可

能な範囲で確認できる状態を意味する。生成モデル内部の説明可能性そのものについては、

引き続き技術的・研究的課題が残る。 

第三は、「AI とともに考える倫理」である。生成 AI の提案を採用するか否かについて、

最終的な判断と責任を人間が担うことを前提とし、AI を判断主体ではなく、人間の思考や

対話を支援する補助的存在として位置づける必要がある。 

これら三つの論点を、人間中心、公平性、透明性、説明責任といった横断的原則の下に

位置づける［18］［19］。図５は、この関係を示したものである。 
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７．結語 

本報告は、生成 AIと可視化の急速な進展を背景として、教育における学びの質や人間の

役割を改めて問い直し、人間中心的な教育改革の方向性を学術的観点から整理したもので

ある。生成 AIは、適切に位置づけられれば、学習者の特性理解や協働的学びを支援し、教

育者の判断を補完する有効な基盤技術となり得る一方で、その活用には倫理的配慮と慎重

な設計が不可欠である。本報告は、特定の制度改正や施策の実施を直接求める提言を行う

ものではなく、初等中等教育から高等教育に至る教育現場及びそれを支える政策・社会的

文脈を横断的に視野に入れ、今後の教育実践や政策形成において共有されるべき基本的な

視座と論点を提示することを目的とする。 

一方で、本報告で示した方向性を実現するためには、関係主体による継続的な取組が不

可欠である。教育行政には生成 AI利用ガイドラインや学習ログ活用に関する制度・倫理基

盤の整備が、学校・大学には教員研修の充実や AI活用授業の実践と評価が求められる。ま

た、研究者には AIファシリテーションの導入技術や教育効果評価手法、可視化技術の研究

開発が期待されるとともに、産業界には教育現場の課題に即した教育用 AIシステムの開発

や学校との共同研究の推進が期待される。 

生成 AIと可視化を、人間の判断や責任を代替する技術としてではなく、人間の多様性を

尊重し、相互理解と協働を促進するための知的基盤として活用していくために、本報告が

今後の議論と試行の出発点となることを期待する。また、本報告で示した特性可視化は、

学習者を固定的に分類・序列化することを目的とするものではなく、学習者の多様性を理

解し、学びを支援するための補助的手段として活用されるべきである。 
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